



















































明治 40 年には尋常小学校を義務化して修業年限を 4年から 6年とし、理科は義務教育課
程に位置づけられ 4年から全国民が理科を学習することになった。また中学校でも物理、化
学が 3年から課されることになった。



























































































（3）教育内容の現代化（昭和 43 年～49 年）











アメリカの PSSC 高等学校物理や CHEMS 高等学校化学等が日本に入り、質量ともに戦後最
も充実した時代となった。高度経済成長と相まって国の理工系拡充政策が始まり、昭和 32























（4）ゆとりある充実した学校教育（昭和 52 年～63 年）




















① 小学校…5、6年では 4時間から 3時間に削減 
（集約又は削除）細胞と核、キノコの成長、樹相、トリの卵 
（削除）水溶液の電気伝導、まさつ、打撃による熱の発生、火山活動、地球の自転






































































































































































































































































































120 5.2 時間 生活単元学習から系統学習への移行、系統＋経験、観察・





71 8.8 時間 高度経済成長、科学教育の現代化、ブルーナーの教育理











32 13.1 時間 臨時教育審議会答申、教育の個性化と多様化、生活科の導











31 13.1 時間 時間と内容の充実、理数の充実（国際的な通用性・系統
性、反復指導、観察実験、課題学習）、小 2領域制74 5.5 時間
（　　　）は中学校の授業時数
授業時数を見ると、日本の理科教育の変遷は顕著である。















































あり、次いで物理分野は約 31％、化学分野は約 13％、生物分野は約 28％であった。
高等学校においては、専門性の高い分野は、8割以上が 1科目であり、2科目の専門性は、
約 1割である。ただし、理科の「Ⅱ」が付く分野については、「苦手」「やや苦手」と感じる理










































































































































































































































































①  1 年次に、最先端科学技術研究所視察（スプリング 8、国立科学研究所等）、イングリッ
シュサマー研修会（3日間、実習研修と英語研修）





















































や文部科学省、教育課程審議会などへの申し入れが行われ、平成 14 年 1 月時の文部科学大臣
から「学問のすすめ」、文部科学省は「確かな学力向上のための 2002 年アピール」を打ち出し、
学習指導要領を前倒しして実施、授業時数及び教育内容の回復を目指した。
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